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総合的な土砂管理

１．はじめに
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総合的な土砂管理とは，山地から海岸まで土砂が異動する場全体を「流砂系」という
概念で捉え，流砂系一貫として，総合的に土砂移動を把握し，土砂移動に関する問題
に対して，必要な対策を講じること．

国内では10の流砂系で計画が策定済み（令和8年3月時点）

背景図出典：総合土砂管理計画の策定状況について
（https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sabo/content/0_doshakanri_sakutei.pdf）
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大井川流砂系の概要

２．第一版計画の概要
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大井川流砂系は静岡県中部に位置する．
南北に広い流砂系を持つのが特徴であり，脆弱な地質を有することから，土砂流入も多い．
・幹線流路延長 168km
・流域面積 1,280km2

第一版
計画策定の

経緯

大井川流砂系では，
-上流ダム群の堆砂進行
-河道内の河床上昇による流下能力の低下
-海岸領域の侵食

など，様々な課題があった．

大井川水系及び駿河湾総合的な
土砂管理の取り組み連携方針平成26年3月

平成29年3月 大井川流砂系総合土砂管理計画
【第一版】

上流部のモニタリング結果が乏しいため，
まずは先行して長島ダムより下流を対象とした
計画を立案

～～～～～～

図-1 流砂系図（領域区分図）
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２．第一版計画の概要
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第一版計画の概要流砂系内は土砂移動形態，管理者，
課題を考慮し，大きく以下に区分した．

土砂生産・流送領域

ダム領域

河道領域
（山地河道，扇状地河道）

海岸領域

基本理念
土砂生産・流送領域から海岸領域まで，自然営力を活用しながら，
人為的な土砂輸送を含めて土砂移動の連続性を高める

表-A 各領域での課題を引き起こすと考えられる粒径
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２．第一版計画の概要
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流砂系内に分布する様々な土砂を
課題や利用ニーズの把握を目的に
粒径集団として設定した．

図-A 領域別の粒度分布重ね合わせ図（粒径加積曲線）

表-1 粒径集団の設定

このうち，粒径集団I の中で，海岸領
域の沖側の地形を形成する0.05～
0.1mm の粒径については，海岸安
定に寄与すると考えられる重要な粒
径帯であるため，粒径集団I の中に
「I’」を細区分した．

第一版計画の概要
粒径集団の設定
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第一版計画の概要
目標通過土砂量の設定

領域を跨いだ対策

個別対策

２．第一版計画の概要
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図-2 目標通過土砂量（第一版計画）

長島ダムより下流を対象に，土砂動態モデル
（河道：一次元河床変動計算，海岸：等深線変
化モデル）により，粒径集団別の通過土砂量の
目標値を設定した．

第一版計画の概要
土砂管理対策の設定

目標通過土砂量を満足させるための
土砂管理対策として，以下を取り決めた．
・各領域で実施する対策

・河道の通過土砂量を増大させる対策
（土砂還元，土砂流送しやすい河道断面）

・流砂系の土砂資源の活用を促す対策
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第二版計画策定に向けた検討

３．第二版計画策定に向けた検討
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図-1 流砂系図（領域区分図）：再掲

長島ダムより上流を含めた第二版計画の策定に当たり，
特に土砂生産・流送領域からの流入土砂量を評価するため，以下の検討を実施中である．

第一版計画の検討範囲

特に山地域のモニタリングデータが乏しく，
相対的にデータが蓄積される長島ダムより
下流を対象に計画策定

第二版計画の検討範囲（流砂系全体）

① 光学衛星画像を用いた崩壊地の分析
②ダム堆砂を考慮した流入土砂量の推定

により，土砂生産・流送領域からの流入土砂量を
想定し，流砂系全体の土砂収支を算定



11

第二版計画策定に向けた検討
土砂生産・流送領域からの土砂流入の想定

光学衛星による崩壊地判読

３．第二版計画策定に向けた検討
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図-1 流砂系図（領域区分図）：再掲

土砂生産・流送領域は
広大な面積を有し，
モニタリングに負荷がかかる

光学衛星画像を活用し，崩壊地判読を実施し，
主要崩壊地状況の経年変化を整理した．

• 流砂系内上流の畑薙第一ダム上流は，
赤崩やボッチ薙等の大規模崩壊地を
抱える

• 1987～2020年の比較では，崩壊地の
状況はほとんど変化していない

• 荒廃地では植生回復が見られないこと，
ダムの堆砂は経年的に進行しているこ
とから，崩壊地は深度方向の侵食が進
行していることを示唆

• また，2023年6月の降雨で崩壊が発生
したことが確認された

使用衛星：LandsatおよびSentinel-2
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第二版計画策定に向けた検討
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３．第二版計画策定に向けた検討

Copyright Ⓒ NIPPON KOEI Co., Ltd.  All Rights Reserved.

表-2 NDVI および酸化鉄比による崩壊地算定結果

土砂生産・流送領域は
広大な面積を有し，
モニタリングに負荷がかかる

より定量的に評価するため，崩壊地面積を算定した．

• 複数指標による崩壊地の抽出により，
酸化鉄比（閾値0.65）が妥当と確認

表-3 流域ごとの崩壊地面積率

図-4 衛星画像を用いた崩壊地判読フロー

• 崩壊地は畑薙第一ダムより上流域およ
び主要支川である寸又川流域の崩壊地
面積率が高い傾向を確認した
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第二版計画策定に向けた検討
土砂生産・流送領域からの土砂流入の想定

ダム地点での流入土砂量の推定

３．第二版計画策定に向けた検討
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流砂系内には15基のダムがある．
ダムの堆砂量より，
日本大ダム会議土砂管理分科会が示す手法*
により，流入土砂量を推定した．

算定対象は流砂系内で相対的に規模の大きなダム：
畑薙第一ダム，井川ダムおよび長島ダム

図-5 採水調査結果と算定したQs-Q 式の関係

• 畑薙第一ダムにおいて設
定した流入土砂量式と下
流部において実施された
採水調査結果の比較より，
概ね流砂系内の流入土砂
を表現する．

• 全国平均の流入土砂量よ
りはるかに土砂量が多い．

*流入土砂量と流量の関係を
Qsi=αi・Qβiと仮定し，各ダムでの粒
径ごとの堆砂実績量から捕捉率を考
慮した上で，誤差が最小となる係数α，
βを設定する方法
Qs：流入土砂量，Q：流量，α, β：係
数であり，添字のi は粒径階
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第二版計画策定に向けた検討
流砂系全体の土砂収支の把握

３．第二版計画策定に向けた検討
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算定した流入土砂量式を基に，
土砂動態モデル（一次元河床変動計算）による
流砂系全体の土砂収支を算定した．

表-4 計算条件一覧

• 計算モデルはダム領域を上流モデル，長
島ダムより下流の河道区間を下流モデル
と称し，河口までを一連で計算した．

• 各区間の下流端での流出土砂量を下流側
のモデルの上流端境界に与えることで，
モデル間を接続した．

• 第一版計画においては，掃流幅に見合う
平均河床高を用いた矩形断面にて計算し
たが，第二版計画のモデルでは，測量断
面の横断形状に基づく一般断面にて河床
高を計算するモデルに改良した．

• 計算領域最上流の畑薙第一ダム区間の大
規模崩壊地は，河岸堆積土としてモデル
化した．
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第二版計画策定に向けた検討
流砂系全体の土砂収支の把握

３．第二版計画策定に向けた検討
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図-7 土砂動態モデルによる再現計算結果

• ダム領域では堆
砂の形状をよく
評価できる．

• 河道領域では局
所的に計算河床
高を過大もしく
は過少に評価す
る箇所があるが，
第一版計画モデ
ルより全般的に
再現性が向上し，
河道領域の河床
変動は概ね捉え
られる結果と
なった．
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第二版計画策定に向けた検討
流砂系全体の土砂収支の把握

３．第二版計画策定に向けた検討
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図-8 第二版計画で算定した現在の土砂収支

以上の検討結果より，
流砂系全体の土砂収支を算定した．

• 長島ダム建設後の平均的な挙
動では，粒径集団I’ 以上の粒
径帯で，概ね河口から31m3/
年程度の土砂が流出すること
が確認された．

• 山地河道領域では大きな粒径
集団が，扇状地河道領域では
細かな粒径集団の輸送量が多
いなど，区間ごとに差異が生
じた．

• 土砂輸送量は第一版の計画値
を上回り，流入土砂量の条件
設定が土砂収支に大きく影響
を及ぼすことが確認された．
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今後の課題

結論

４．結論
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主な結論を以下に示す．

• 流砂系内の崩壊地の面的分布を光学衛星画像を用いて分析した．本流砂系では，酸
化鉄比（閾値0.65）による算定が妥当であることを示し，上流の畑薙第一ダム，支
川の寸又川流域に多くの崩壊地が分布していることを示した．なお，大規模崩壊地
が多い特徴より，解像度の粗い無償の衛星画像からも判断が可能であった．

• ダム地点の実績堆砂量より流入土砂量を推定し，土砂動態モデルの精度向上を図っ
た．この条件設定は土砂収支に大きな影響を与えることを示した．

総合土砂管理計画の推進には各事業者の協力が必要不可欠であり，土砂に関する諸問
題を「自分事」として捉えてもらうことが重要である．今後も各事業者と連携の上，
調査を推進し，検討を進めていく所存である．

謝辞
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